
１　事業の概要と実績

※金額については１円単位で記入してください

２　事業実施状況に対する評価

３　今後の事業展開（事務改善）

　事業成果及び事務効率に対する評価

成果があがっているが、実施手法は効率的でない

今後の事業展開（事務改善）
改善の方向性 27年度の評価を踏まえた28年度以降の取組内容

事業（活動）の効率を上げる

　防災リーダーの養成研修等は、ニーズが高く、本課としても市民の防災意識を高めるために力を注ぐべき啓発事業で
あることから、時間、労力はかかるものの、継続して取り組むべきものと考える。
　財政的なメリットからも広域的な取り組みとして平成２６年度より寒川町と共催で行っている「防災フェア」については、
今年度は寒川町を会場として行い、本市はそのサポート事務を行うこととなっているが、２９年度以降は廃止の方向で寒
川町と協議を進めていく。
　　「自主防災組織活動マニュアル研修」についても、２８年度は２テーマを予定しているが、下半期開催分については、
あらためて自主防災組織等から意見を伺いながら、廃止の方向で進める「防災フェア」の内容の一部（先駆的な活動団
体の事例紹介等）を補完・継承することも含め、実施内容や回数の見直しを図る。

　災害に強いまちをつくるためには、市民の防災意識の向上、防災知識の普及とともに、自主的な活動を行う自主防災組織の強化・充実が必要である。そのた
め、これまでの大災害を教訓にして、本市あるいはそれぞれの地域で必要となる備えを的確に捉えた研修（防災リーダーの養成、市民や自主防災組織を対象とし
た市民まなび講座などの研修）や支援を引き続き進めていく必要があると考えている。

　事業実施状況に対する分析（課題の抽出）

事
業
成
果

　指標である防災リーダーの養成は、概ね目標を達成できた。
　防災知識の啓発については、「自主防災組織活動マニュアル作成研修会」（２テーマ・１２日間）」では、地域での活動が組織的かつ積極的となるよう、
時機にふさわしい内容も盛り込むなど工夫を凝らしながら取り組めている。
　一方、全市民を対象とした「防災フェア」については、過去2回、参加者数が伸びず、固定化も見られるなど、広報や企画内容の見直しの必要性もある
などの課題が見えている。

事
務
効
率

　市民や自主防災組織を対象としたり、連携したりする取り組みであるので、大変丁寧な対応が望まれており、綿密な準備に時間を要することが多い。
その中でも、「防災フェア」は、企画内容の検討や街頭での宣伝をはじめ様々な準備に時間と労力を費やしてきたものの、参加者数が伸びないなど課
題が解決されないことから、事務効率としては低いものと考える。また、必要性やニーズが高く、継続事業である「自主防災組織活動マニュアル研修」に
ついても、これまで複数のテーマごとに６日間程度実施しており、２７年度も２テーマ・１２日間実施したが、時間と労力がかかることは否めない。あらた
めて自主防災組織等の意見を伺いながら、内容や実施手法を工夫することで、より効率的・効果的な取り組みができると考える。

一般財源 11,816,883 15,184,000 12,612,000 11,341,000

　事業の必要性

財
源
内
訳

特
定
財
源 その他

県支出金 5,823,000 7,590,000 6,304,000 5,670,000

国庫支出金

地方債

#DIV/0! #DIV/0!

臨時・非常勤等

従事者数 0.91 3 0 0

職員 0.91 3

17,011,000

予算額 23,697,000 22,774,000

27年度 28年度 29年度 30年度

事
業
費

実施計画事業費 - 22,774,000 18,916,000

決算額 17,639,883

執行率 74.4% 0.0%

目標値 実績値

２００人
（２５０人）

１９６人 200人 200人 200人

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

27年度（第2次実施計画） 28年度（第3次実施計画） 29年度（第3次実施計画） 30年度（第3次実施計画）

対象 市民（全年齢）、自治会・自主防災組織 事業の性質区分 定例・定型 業務計画 ■

事業の概要
・幅広い年齢層からの参加が可能となるよう、内容等の見直しを行う。
・防災リーダーの防災知識等の向上を図るために実施するフォローアップ研修の受講率向上を目標としながら、各研修会を開催します。
・防災資機材及び地区訓練の補助金制度を活用し、地域防災組織の強化・充実を図る。

事務事業名 自主防災組織育成事業 事務区分 自治事務 部課かい名 市民安全部　防災対策課

指標 防災リーダーの育成

【 平成28年度 第1回提出 】　業務棚卸評価シート

No. 10 シート作成者 － －

事業の目的
自主防災組織の強化・充実、防災リーダーの増員と活動能力の向
上を図る。

事業の目標 防災リーダーを養成し自助における地域防災力を高める。



４　事業を構成する活動に係る改善内容

【再設定項目】事業を構成する活動（28年度）

項番 活動内容 活動指標 目標値 実績値 予算額（円） 決算額（円）

１５－９ 防災資機材整備費補助金のあり方を検討する 補助金交付要綱の見直し ２９年３月まで

１５－８ 自主防災組織活動マニュアルの作成を支援する 自主防災組織活動マニュアルの作成支援 ２９年３月まで

１５－７ 避難所運営マニュアルの見直しをする 避難所運営マニュアルの見直し ２９年３月まで

１５－６ 自主防災組織を対象とした研修会を開催する 研修会の開催回数 ２回

１５－５ 自主防災組織及び配備職員との打合せを実施する 打合せの実施地区数 １２地区

１５－４ 自主防災組織への資機材購入補助をする 補助対象団体数 １３６団体 17,300,000

１５－３ 防災リーダーを育成する 防災リーダー養成研修会の参加人数 ２００人 3,014,000

１５－２ 防災研修会を開催する 防災フェアの実施 ２９年１月

１５－１ 地区防災訓練を支援する 地区防災訓練の支援地区数 １２地区 2,460,000

事業を構成する活動（28年度）

項番 活動内容 活動指標 目標値 実績値 予算額（円） 決算額（円）

１０－８ 例年どおり、自主防災組織を対象として研修系のテーマに取り上げ、その後適宜作成支援を行う。 位置付けない

１０－９ 今年度早期に要綱の見直しを完了させ、増加する事務をできるだけ効率よく執行する手法を検討する。 位置付けない

１０－６ ２回実施するが、このうち１回は日数を減らす。 位置付けない

１０－７ 避難所打ち合わせ会を廃止したため、地区防災訓練の打ち合わせや実施を経て、適宜見直しをする。 位置付けない

１０－４ 補助金の交付決定や支出（伝票処理）について、効率的な手法を検討する。 位置付けない

１０－５ 避難所打ち合わせ会は廃止し、配備職員は地区防災訓練に係る打合せに出席することとする。 位置付けない

１０－２ 寒川町のサポートをし、２９年度に廃止または他事業との統合などを視野に入れた協議を進める。 位置付けない

１０－３ 従来、１回あたり連続２日間で実施していたが、参加しやすさの検討として試行的に実施日の間隔を開けて実施する。 位置付けない

27年度活動の結果を踏まえた28年度以降の改善内容

項番 改善内容 経営改善方針への位置付け

１０－１ 担当職員を分散し、業務負担の平準化に努める。 位置付けない

１０－９ 防災資機材整備費補助金のあり方の検討 補助金交付要綱の見直し ２８年３月 未達成

１０－８ 自主防災組織活動マニュアルの作成 自主防災組織活動マニュアルの作成支援 ２８年３月 ２８年３月

１０－７ 避難所運営マニュアルの見直し 避難所運営マニュアルの見直し ２７年８月 ２７年８月

１０－６ 自主防災組織を対象とした研修会の開催 研修会の開催回数 ２回 ２回

１０－５ 自主防災組織及び配備職員等との避難所打合せの実施 避難所打合せの実施校数 ３２校 ３２校

1,302,983

１０－４ 自主防災組織への資機材購入補助 補助対象団体数 １３６団体 １０１団体 18,500,000 14,068,600

１０－３ 防災リーダーの育成 防災リーダー養成研修会の参加人数 ２５０人 １９６人 3,198,000

2,268,300

１０－２ 防災研修会の開催 防災フェアの実施 ２８年１月 ２８年１月 90,000 0

１０－１ 地区防災訓練の実施 地区防災訓練の実施回数 １２地区 １２地区 2,460,000

事業を構成する活動（27年度）

項番 活動内容 活動指標 目標値 実績値 予算額（円） 決算額（円）


